「軽度者に対する例外的福祉用具貸与費算定の取扱い」について

(平成２７年４月１日より施行)
　軽度者（要支援１・２及び要介護１）の者は、その状態像から見て下記対象種目の使用が想定しにくいため、原則として介護報酬の算定は認められていません。

ただし、様々な疾病やその他の原因等による厚生労働省の示した状態像（「認定調査表（基本調査）の結果と例外給付判断基準との関係」の表）に該当する場合は、例外的措置として、適切なケアマネジメントに基づいた上で算定ができます。

よって、利用者の状態像及び当該福祉用具貸与の必要性を確認するため、以下の手順により必要書類を提出してください。
１　対象種目

①車いす及び車いす付属品　②特殊寝台及び特殊寝台付属品　③床ずれ防止用具　④体位変換器

⑤認知症老人徘徊感知機能　⑥移動用リフト（つり具部分を除く）　⑦自動排泄処理装置

２　提出が必要な書類（福祉用具貸与の例外給付の確認シート参照）
　サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより、福祉用具貸与が特に必要であると判断された場合、次の書類提出が必要です。

なお、「認定調査表（基本調査）の結果と例外給付判断基準との関係」の表１（ア－(二)及びオ－(三)を除く）に該当する場合は、提出の必要はありません。

【提出書類】

・様式１－１ 軽度者に対する例外的福祉用具貸与費算定に係る届出書

　・様式１－２ 軽度者に対する例外的福祉用具貸与検討経過記録

　・利用者基本情報

・ケアプラン
　・車イスのためのケアマネジメントシート（※≪表１≫ア-(２)に該当する場合のみ）

　
判断に迷うケースの場合はケア会議で検討するなど、確認に時間を要する場合もありますので、当該サービス利用開始前までに余裕を持って提出していただくようお願いします。

万一、利用開始前までに提出が困難な場合は、事前にご相談ください。
３　受理できない場合
・様式１－２の検討項目①～⑥について、記載のない項目がある、もしくは内容が不明瞭な場合

・医師の所見が確認できていない、もしくは内容が不適切である場合（※注１）

・サービス担当者会議が、医師の所見の確認日より前に実施されている場合

　　

※注１（例）“介護ベッドが必要”等の記載のみで、利用者がどの状態像に該当するか判断基準となる所見がないなど
４　留意事項
市の確認を受けていない状態で福祉用具の例外給付が行われていた場合や届け出た内容に虚偽が認められた場合には、介護報酬を返還していただくことになります。

特に、既に利用されており確認期間後も継続して利用を希望する場合は、必ず確認期間終了前までに届出をしてください。

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.２）

【福祉用具貸与】

（答）
福祉用具貸与費の算定における状態像については、介護給付費分科会において、要介護認定の認定調査における基本調査の結果を活用して客観的に判定することが求められており、認められない。
なお、車いす、移動用リフトの一部（段差解消機）では、該当する基本調査結果がないため、サービス担当者会議等の結果で判断する場合がある。

（答）
一般的には、直近の認定調査結果が実態と乖離していることはあり得ないが、仮に、直近の認定調査時点から著しく状態が悪化しており、長期的に固定化することが見込まれる場合は、要介護度自体にも影響があることが想定されることから、要介護度の区分変更申請が必要と思われる。
※本Ｑ＆Ａは、介護予防支援、居宅介護支援、訪問介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与・販売（これらの予防給付関係を含む。）、住宅改修に係る質問事項を中心に取りまとめたものである。


※なお、質問事項のうち、報酬・基準に係る解釈通知により明らかなものについては、除いてある。





44　福祉用具貸与費の算定については、認定調査の直近の結果を用い、その要否を判断することとされているが、認定調査結果にかかわらず、サービス担当者会議等の結果を踏まえ、ケアマネ（地域包括支援センター）及び保険者が必要と認めた場合には、支給することは可能か





45 利用者が、あきらかに直近の認定調査時点から状態が悪化しているような場合には、ケアマネ（地域包括支援センター）及び保険者が必要と認めた場合には、支給することは可能か。








